
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 
 

   全国33都道府県320校の協力を得た「2020年度（2021年3月）末経済的理由による中退・学費滞納調査」の結果を6/8文科省

記者会で発表したことは、推進ニュース２号にて発信しました。その青森県の結果を全国の調査結果との比較と合わせて、青森私教連が6月

29日に記者発表しました。翌日には地元紙3紙が報じました。 
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青森私教連は、２年前県内１７校の調査結果

を集約しました。県を包囲するには県内すべて

の私学のデータの集約が必要、と３年間をかけ

て協力の関係を築いた成果です。 

この調査結果の発表が、2020 年度の国の

拡充を足掛かりにした県単補助年収710万円

世帯まで上乗せと非課税世帯での入学金補助

創設を実現の原動力となったことは間違いあ

りません。 

制度拡充は実現しましたが、県内私立高校生

の家庭の所得の課題、コロナ禍の家計への影響

等、私学へ通う生徒の「学ぶ権利の保障」には、

課題が山積しています。昨年の拡充で終わりと

させないための世論づくり、県当局包囲の一環

として、今年もこの調査に力を入れました。 

地元紙も注目しており、この間の経過を踏ま

えた記事にしています。滞納率が全国三位に返

り咲いても、数値は下がっているということを

報じる一方で、中退者が１名出た点、コロナ禍

の影響等についても注目し報じています。 


